
概 要

取 組

自らの原子力施設の廃止措置及び放射性廃
棄物の処理処分は、原子力の開発・利用を円滑
に進める上で、重要な業務であり、計画的、安全
かつ合理的に実施する。
安全確保、コスト低減等が重要となることから、
合理的な廃止措置や放射性廃棄物の処理処分
に向けた技術開発を効率的に進める。

クリアランスレベル検認評価システム、廃棄体
の放射能測定評価技術、廃棄体化処理技術、各
廃棄体の核種移行への影響等に関する研究開
発を実施。
ふげん等の原子力施設の廃止措置や放射性
廃棄物の処理を計画的に実施。

廃止措置・放射性廃棄物処理処分研究開発廃止措置・放射性廃棄物処理処分研究開発

今 後

廃棄物

原子力施設の運転原子力施設の運転

減容、廃棄体化、放射能評価減容、廃棄体化、放射能評価

放射性廃棄物の処理・貯蔵放射性廃棄物の処理・貯蔵

（固体廃棄物の圧縮処理）

（ドラム缶の貯蔵）

研究施設等廃棄物の処分研究施設等廃棄物の処分

研究施設等廃棄物処分場の
整備に係る事業・技術開発

研究施設等廃棄物処分場の
整備に係る事業・技術開発

廃棄体確認、廃棄体化
処理等の技術開発

廃棄体確認、廃棄体化
処理等の技術開発

原子力施設の廃止措置原子力施設の廃止措置

解体、汚染除去解体、汚染除去

原子炉解体、遠心機解体、
クリアランス等の技術開発

原子炉解体、遠心機解体、
クリアランス等の技術開発

（壁表面の除染作業）

廃止措置及び放射性廃棄物処理処分に関す
る技術開発を継続するとともに、廃止措置、放
射性廃棄物処理を計画的に継続する。また、
研究施設等廃棄物埋設処分事業へ取り組む。

原子力施設の運転及び廃止措置で発生する放射性
廃棄物のフローと処理処分に向けた取組
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核融合炉核融合炉軽水炉軽水炉

原子力技術の原子力技術の
革新と持続的発展革新と持続的発展

とと

機構論的モデルによる
熱設計手法の確立

中性子ﾗｼﾞｵｸﾞﾗﾌｨ法
沸騰二相流の観察

熱流動

ステンレス鋼の
応力腐食割れ

材料

原子炉極限環境での
材料劣化予測・対策

核データ

革新炉の核設計、
安全評価へ貢献

汎用核データファイル

炉物理

標準炉物理コード体系
の構築

臨界実験装置（ＦＣＡ） 照射後窒化物燃料断面

新型燃料及び
プロセス技術の開発

燃料

環境工学

原子力平和利用のため
の監視技術開発等

極微量核物質分析技術

放射線工学

放射線熱～100 MeV中性
子への適用性実証

新型中性子モニタの開
発

シミュレーション工学

原子炉材料の物性計算科
学の推進

微視的及び、巨視的モデルを
結合した複合的モデルの開発

旧二法人の研究ポテンシャルの融合旧二法人の研究ポテンシャルの融合

・人材の育成・人材の育成//技術の継承技術の継承
・大型施設の共同利用・大型施設の共同利用
・規格基準の整備への貢献・規格基準の整備への貢献
・共同研究・共同研究//協力研究の実施協力研究の実施

産業界・大

学・公的研究

機関との連携

量子ビーム技術量子ビーム技術革新炉革新炉

高速高速増殖炉増殖炉 核燃料サイクル技術核燃料サイクル技術

原子力分野における共通的科学技術基盤の高度化
－原子力研究開発の基礎・基盤研究－

原子力研究開発の基盤を形成し、新たな原子力利用技術を創生するため、原子力基礎工学（核工学、炉工学、
材料工学、核燃料・核化学工学、環境工学、放射線防護、放射線工学、シミュレーション工学等）の研究及び将
来の原子力の萌芽となる未踏分野の開拓を目指した先端基礎研究を実施

概 要
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核不拡散政策
研究

非核化支援

包括的核実験禁止条約
(CTBT)の検証技術の開発
放射性核種に関するCTBT
国際監視観測所、公認実
験施設及び国内データセン
ターの整備、運用

核不拡散に関する
技術開発

核不拡散
科学技術センター

技術的知見に基づく、核
不拡散体制強化のための
政策研究
情報収集・データベース化
及び情報の共有

統合保障措置適用のた
めの効率化･合理化の
技術開発

計量管理、極微量核物
質同位体比測定法の
技術開発

核不拡散に係る支援活動

核不拡散に関する政策的研究や技術開発等の実施により、我が国の核不拡散政策立案及び各
国の非核化を支援するとともに、保障措置の強化、効率化に貢献する

概 要
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(

HTTR（高温工学試験研究炉）

原子炉出口温度950℃達成（H16.4月）

出口温度約850℃ 、30日連続運転達成（H19.5月）

原子炉

高温ガス炉核熱利用：
・熱化学法ＩＳプロセスによる水素製造技術の信頼性

確認試験の実施

・高温ガス炉と水素製造システムとの接続に必要な

技術開発等の実施
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熱化学法ＩＳプロセス

中期計画：

出口温度950℃ 、50日連続運転（H21年度）へ

向けたHTTR運転管理計画の推進

30m3/h規模の水素製造要素技術の確証

○ 高温工学試験研究炉(HTTR)を活用して水素製造と発電の実現が可能な高温ガス炉技術基盤の確立を目的としている。
○ 高温ガス炉及び高速増殖炉からの高温の核熱利用を目指した地球温暖化ガスの発生を伴わない熱化学法による水素製
造技術の開発を実施している。

原子力システムフロンティア研究開発原子力システムフロンティア研究開発

概 要

8



・燃料の高燃焼度化対応

・高経年化対策技術

・リスク情報の活用

・安全性の維持・向上
・国民の信頼の醸成

原子力安全委員会の｢原子力の重点安全研究計
画｣に沿って安全研究を実施

最新の科学技術的知見を
原子力安全規制に反映

NSRRによる燃料
健全性確認試験

・核燃料サイクル施設の臨
界安全

・放射性廃棄物処分安全

○軽水炉発電の長期利用に備えた研究を実施
○ 原子力安全委員会の定める｢原子力の重点安全研究計画｣等に沿って安全研究を実施し、
中立的な立場から安全基準や指針の整備等に貢献

○ 規制支援に用いる安全研究の成果の取りまとめに当たっては、中立性・透明性を確保

概 要

安全研究とその成果による安全規制行政への貢献安全研究とその成果による安全規制行政への貢献
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◇原子力技術開発
にブレークスルー
をもたらす要素技術
の涵養

◇産学官連携を重視
し原子力の技術基
盤を維持・発展

◇多様なアイデアの
活用により科学技術
を活性化

◇原子力分野の人材
育成

原子力システム研究開発
成果例 （旧制度：革新的原子力システム技術開発）

４Ｓ炉（Super Safe, Small and Simple Reactor）

ナトリウム冷却小型高速炉の開発

①受動的な安全特性（⇒ 炉心損傷事故の回避）、 ②密封形原子炉容器
（ ⇒ 高い核拡散抵抗性）、③10～30年間燃料無交換（⇒ 環境負荷低
減）、 ④ｺﾝﾊﾟｸﾄ、免震標準設計（⇒ 立地多様化）である新しい革新炉

委託事業で実施した課題
金属燃料・反射体制御方式
を用いた燃料無交換炉の研
究開発 (平成１４～１８年度）

原子炉建屋

トップドーム
（最終炉停止棒等を格納）

タービン・発電機建屋

原子炉

蒸気発生器

タービン・発電機

平成１６年１２月 米国アラスカ州のガリーナ市が４S炉誘致に向けて検
討開始を発表

平成１８年 ６月 電力中央研究所及び東芝が４S炉の対米輸出許可を
経産省より取得

平成１９年１０月 米国NRC（原子炉規制委員会）による許認可性確認
のための事前審査が開始

電力中央研究所及び東芝が委託事業の成果を利用

若手対象型研究開発 （平成１９年度で採択終了）
平成２１年度予算案：１０６百万円

◇若手による斬新なアイデア
（20百万円程度×７課題）

基盤研究開発分野
平成２１年度予算案：3,596百万円

◇革新的な技術及び開発を支える共通基盤
技術を創出する研究開発
◇革新技術創出発展型研究開発

（10百万円～400百円程度×29課題）

特別推進分野
平成２１年度予算案：1,781百万円

◇実用化を目途とした技術体系を見据えた枢
要な研究開発
◇もんじゅにおける高速増殖炉実用化のため
の技術開発

（10百万円～400百円程度×13課題）

革新的原子力システム（原子炉、再処理、燃料加工）の実現に資するため、競争的研究
資金制度を適用した提案型公募事業を実施。

概 要

原子力システム研究開発事業原子力システム研究開発事業
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